
 

 
 

PPP/PFI大学校（第15期） 
「ともにデザイン 地域の連携」開催のご案内 

 

株式会社日本政策投資銀行（以下「DBJ」という。）は、PPP/PFI 大学校（第 15 期）「ともにデ

ザイン 地域の連携」を開催します。 

PPP/PFI 大学校は、全国の地方公共団体、民間事業者及び地域金融機関等の多様な主体の参画を

得ながら、地域創生や官民連携に関する最新情報・先進事例の発信や意見交換等を行う取り組みと

して、2014 年 10 月より計 66 回にわたり開催してきました。 

2020 年からの新型コロナウイルス感染症拡大により、地域においては、交流人口の減少や自治体

財政逼迫など大きな影響が及ぶ一方、テレワークの普及や人々の意識･価値観の多様化等、新たなチ

ャンスの創出や地域の価値が再認識される機会ともなりました。これに伴い、地域資源を活かし、

掛け合わせ、官民一体で面的な活性化を目指すまちづくりへの関心が高まりつつあります。 

また、自治体の財政状況がますます厳しくなるなか、効率的かつ効果的な公共施設等の整備等を

進めるため、国の方針においても、より小規模自治体への PPP/PFI（注 1）手法の検討が求められ

るようになっています。公共施設だけでなく、社会的課題の解決に対応するような PFS/SIB（注 2）

といった新たな仕組みも広がりを見せており、官民連携は着実に浸透してきました。 

このようななか、PPP/PFI 大学校（第 15 期）においては、「ともにデザイン 地域の連携」とい

うテーマで、今後の地域のあり方について先進的に取り組む方々から、それぞれの取り組み内容に

ついてご紹介いただきます。地域の未来に向け、私たちの地域はどうあるべきか、各自がまちを変

える当事者となって考え、ともに議論してまいります。 

DBJ は、企業理念「金融力で未来をデザインします～金融フロンティアの弛まぬ開拓を通じて、

お客様及び社会の課題を解決し、日本と世界の持続的発展を実現します～」に基づき、社会的課題

をビジネスで解決するための、協創の「場」を提供し、地域での創造的な挑戦を応援してまいりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022 年 7 月 1 日 
株式会社日本政策投資銀行 



 

記 

 

【開催要領】 

 

1. 開催日時等 2022 年 7 月～2023 年 3 月（全 2 回を予定） 

各回ともにオンラインツール「Zoom」によるリアルタイム開催 

 

2. 対 象 全国の地方公共団体、金融機関、民間企業職員等、官民連携や地域創生に 

        取り組む方（ご参加に際しては「Zoom」のご用意をお願いします。） 

 

3. 募 集 方 法 参加をご希望の方は、申し込みフォームにて 7 月 13 日（水）までにお申し込 

みください。後日、ID・パスワード等に関し、ご連絡させていただきます。 

 

4. 参加費 無料（受講に伴い発生する通信料等については、自己負担となります。） 

 

 

【カリキュラム】 

 

■ 第 1 回 7 月 21 日（木）18:00〜19:15 

「大洲市における歴史的資源を活用したまちづくり」 

 講 師：一般社団法人キタ・マネジメント 代表理事  髙岡 公三 氏 

事務局次長 村中 元 氏、企画課企画広報係 係長 𠮷田 覚 氏 

株式会社ＫＩＴＡ 代表取締役社長 井上 陽祐 氏 

 

 

■ 第 2 回 開催日時未定 

  「横浜市におけるガーデンネックレス事業と都市デザイン」（仮題） 

 講 師：横浜市 環境創造局 みどりアップ推進部 みどりアップ推進課  

担当課長 小田嶋 鉄朗 氏 

横浜市 都市整備局 都市デザイン室 都市デザイナー 桂 有生 氏 

（※日程が決まり次第、改めてお知らせします） 

 

 ※日程・テーマ・講師等につきましては、社会環境の変化や受講者のニーズ、外部講師の都合

等により都度変更の可能性がある点ご了承ください。 

 

 

 

（注 1）PPP ( Public Private Partnership ) とは、行政主体による公共サービスを、行政と多様な

構成主体との連携により提供していく新たな考え方。民間委託、PFI、指定管理者制度、民営

化、地域協働、産学公連携等を含めた公民連携手法の総称。 

PFI (Private Finance Initiative) とは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、

経営能力及び技術的能力を活用して行う手法。 

 

（注 2）PFS ( Pay For Success ) とは、解決すべき行政課題に対応した成果指標を設定し、成果指

標の達成状況に応じて、行政から対価が支払われる民間委託の手法。 

SIB ( Social Impact Bond ) とは、PFS のうち民間資金の活用により事業が行われるもので、

投資家が事業者に対し事業資金を提供し、事業の成果に応じて行政が事業者に対し成果報酬を

支払う手法。 

 

 

https://ca99ad70.form.kintoneapp.com/public/da2f97604c24f6a6f69ac42883ec56cb4b54bc9ea1b3deb6929733978cad1f03


 

(個人情報の取り扱いについて) 

ご提供いただく個人情報は、本取り組みにかかる事務処理や今後実施する官民連携・地域創生等を

テーマとした取り組みのご案内等のために利用させていただきます。 

またご提供いただく個人情報は、法令の規定に基づく場合を除き、ご本人様の同意なしに第三者へ

の開示・提供を行うことはありません。 

 

 

 

 

 
 
 

 
【お問い合わせ先】 

産業・地域調査本部 地域調査部（PPP/PFI 大学校運営事務局） 

          産業調査部 

電話番号 ０３－３２４４－１５１３ 

 E-mail   pppuniv@dbj.jp 


